
Ⅱ　調査研究報告

１．既往調査結果の整理

１－１．旅客施設における弱視者等に考慮した施設・設備に関する調査検討（平成17年度　国土交通省）

当該調査は、移動円滑化基準やガイドラインに沿った旅客施設等のバリアフリー化整備が推進される中、視覚障害者の約７割を占めるといわれている弱視者への配慮が重要な施策であるという観点から、移動円滑化基準やガイドライン等現行規定や旅客施設の機器類について、弱視者の観点から改善すべき点について調査・研究を行ったものである。

当該調査は、公共交通に係わる旅客施設を対象に①弱視者の課題とニーズの把握、②課題に対する対応方針の検討、③新たに移動円滑化基準やガイドライン等に反映させることの必要性に関する検討を行うことを目的とし、学識経験者や当事者、機器メーカー、交通事業者等が参画して調査・研究を行い、旅客施設における弱視者等に関する課題整理と技術的対応方針を検討しものである。

１－２．色覚障害者、弱視（ﾛｰﾋﾞｼﾞｮﾝ）者に対応したサイン環境整備に関する調査研究（平成19年度　交通エコロジー・モビリティ財団）

平成18年12月にバリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）が施行され、対象者が身体障害者だけでなく弱視（ロービジョン）者にも広がったことを受け、本調査は、色覚障害者・弱視（ロービジョン）者の公共交通機関を利用する際のニーズや課題を整理し、それらに対応したサイン環境のあり方について検討することを目的として実施したものである。

調査結果については、数多くのサインに関する事例収集や望ましいサイン環境の条件について検討している。

１－３．視覚･聴覚障害者の安全性･利便性に関する調査研究（平成22年度　国土交通省）

平成18年12月にバリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）の施行前後に、各種ガイドラインが策定され、関係機関においてはバリアフリーの取り組みが進められてきたところであるが、本調査では視覚障害者、聴覚障害者が公共交通機関や建築物等を利用する際の更なる安全性・利便性の向上を図るため、これまでの調査研究の結果を踏まえ、音や文字等による情報提供の在り方を中心に、新たに表出している課題について検討を行ったものである。

なお、調査成果は重要度の高い課題について対応の方向性等の論点を明確にし、各種ガイドライン等への反映を念頭に置いたとりまとめを行っている。

１－４．その他ロービジョン者に関する調査研究等

当事者団体である弱視者問題研究会が、公共交通施設の見学・調査を通して、どこが不便か、どうすれば利用しやすくなるか、具体例を挙げながらまとめたパンフレットである。（平成12年作成）

ロービジョン者の視点から挙げられた公共交通施設・設備の問題点、改善策が次のように整理されている。


